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１．はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災

からおよそ 2 年が経過した。国や民間企業、

NPO 法人、個人ボランティア等のさまざまな

主体がかかわり、東北地方に復興の兆しが見

え始めている。しかしながら、一部の地域や

地元の視点からみると本質的な復興が進んで

いない場合も多く、依然として多くの課題が

残されている実情にある。 

本稿では、東北地方の現状と課題を踏まえ、

観光による復興と発展の可能性を考察する。 

 

 

２．東北地方の現状・課題 

 

１）数値でみる復興の現状 

①経営状況の指標 

鉱工業生産指数（季節調整済）の推移を

みると、震災以降、東北地方全体および被

災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）ともに

回復傾向にある（図表１）。 

 

図表１ 鉱工業生産指数（季節調整済）の推移（平成 17 年=100） 

 

出所）経済産業省、岩手県、宮城県、福島県の各種統計をもとに NRI 作成 

 

東北地方で事業再開に至った企業の業種

別の売上状況を示したのが図表２である。

全業種合計では 67.5%の企業が「売上が減

少した」と回答している。特に、水産・食

品加工業は 89.5%と割合が高く、製造業、

卸小売・サービス業、旅館・ホテル業も約

70%で、製造業やサービス業の経営状況は

依然として厳しい局面に置かれている。一

方、「売上が増加した」と回答した建設業は

54.2%で、半数を超えている。 
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東北地方の復興から発展期における観光施策の可能性について 
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図表２ 業種別の売上状況 

 

注）平成 23 年度および平成 24 年度グループ補助金

の交付先 4,506 社に対しアンケートを実施し、

3,764 社から回答を得た。（回収率 83.5%） 

出所）東北経済産業局「グループ補助金交付先アン

ケート調査」（平成 24 年 9 月実施）をもとに

NRI 作成 

 

②雇用状況の指標 

東北地方の有効求人倍率（季節調整済）

をみると、震災以降は増加傾向にあり、東

北および被災 3 県は全国値を上回っている

（図表３）。 

業種別の雇用状況を図表４に示した。全

業種合計では 41.7%の企業が「雇用が減少

した」と回答しており、水産・食品加工業

は 67.4％、旅館・ホテル業、運送業は約 60%

と高い割合を占めている。一方、「雇用が増

加した」と回答した建設業は 46.9%で、売

り上げとともに増加しており、雇用面でも

業種による回復の偏りがみられる。  

 

図表３ 有効求人倍率（季節調整済）の推移 

 

出所）厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに NRI 作成 

 
図表４ 業種別の雇用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）平成 23 年度および平成 24 年度グループ補助金

の交付先 4,506 社に対しアンケートを実施し、

3,764 社から回答を得た。（回収率 83.5%） 

出所）東北経済産業局「グループ補助金交付先アン

ケート調査」（平成 24 年 9 月実施）をもとに

NRI 作成  
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平成 25 年 2 月時点における被災 3 県別

の新規求人数（対前年同月比）をみると、

建設業が増加している一方で、製造業やサ

ービス業は減少している（図表５）。 

 

図表５ 産業別新規求人数（対前年同月比） 

 

注）平成 25 年 2 月時点 

出所）各県労働局各種資料をもとに NRI 作成 

 

前述のとおり、経済指標からは東北地方

の復興の進捗状況は堅調と思われるものの、

有効求人倍率の上昇は未だに復興工事等に

係る建設業の求人数増加に因る部分が大き

いと考えられる。また、建設業の求人数増

加は一過性である可能性が高いことや、被

災地の住民が求める職種と求人内容にずれ

が生じていることも指摘される。これらを

踏まえると、雇用については、本格復興に

は至っていないといえる。 

 

③観光の状況 

震災に伴う自粛ムード等により東北地方

への旅行者数は減少したが、観光庁の「旅

行・観光消費動向調査」によれば、東北地

域を主目的とした延べ旅行者数は震災前の

数値まで回復しつつある。しかし、延べ旅

行者数のうち、目的が「観光・レクリエー

ション」、かつ主目的地が「東北」の旅行者

数は震災以前の数値を下回っており、本格

的な回復には至っていないことがわかる。

（図表６）。 

 

図表６ 延べ旅行者数の推移（平成 22 年値=1.00） 

 
注）宿泊旅行および日帰り旅行の合算値（日帰り旅

行は、目安として片道の移動距離が 80km 以上

または所要時間（移動時間と滞在時間の合計）

が 8 時間以上の場合を指す）  

出所）観光庁「旅行・観光消費動向調査（平成 22～

24 年確報値）」をもとに NRI 作成 

 

２）東北地方における復興に向けた取り組み 

経済指標上では東北地方に復興の兆しが見

えつつも、進捗では産業・業種別に偏りがあ

ることがわかった。数値では表しにくい部分

があるものの、復興に向けた取り組みが着実

に進んでいることは確かである。 

例えば、トヨタ自動車では、関東自動車岩

手工場において新型ハイブリット車の量産体

制整備等を図っており、同時に東北に拠点を

置く企業との経営統合等も行っている。研究

開発・科学技術面では、東北復興の象徴的プ

ロジェクトとして、国際リニアコライダー

（ILC：International Linear Collider）の北

上山地への建設誘致が挙げられる*１。現在、

誘致実現に向けた協議が最終段階を迎えてお

り、平成 25 年末までに建設地が決定される

予定である。また、福島県と日本政策投資銀

行は、平成 25 年 3 月 8 日に県内産業復興に

向けた連携協定を締結した。この協定によっ

て、医療や再生可能エネルギー等の産業振興

や、企業誘致等の更なる促進が期待される。 

 

３）今後、想定される課題 

企業誘致や高台移転、スマートシティ構想

等の土地利用のあり方についても、国や民間

被災3県 建設業 製造業 サービス業

岩手県 13.8% ▲13.1% ▲11.5%

宮城県 5.3% ▲12.7% ▲11.1%

福島県 31.3% ▲6.6% ▲21.7%

平成22年 平成23年 平成24年

全体 1.00 0.92 1.00

観光・レクリエーション 1.00 0.93 1.05

全体 1.00 0.65 0.80

観光・レクリエーション 1.00 0.83 0.83

全体 1.00 0.86 1.04

観光・レクリエーション 1.00 0.92 1.10

全国

主目的地

〔東北〕

主目的地

〔関東〕

*1 国際リニアコライダーは、世界最先端の素粒子研究施設のこと。岩手県を中心に宮城県、青森県にまた

がる北上山地に国際学術研究都市を形成し、関連産業の集積等を図ることで、地域・産業振興、雇用創

出、人材育成、技術革新等の経済波及効果が期待できる。 
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事業者を中心に検討が進んでいるが、阪神・

淡路大震災や北海道南西沖地震等の過去の復

興の教訓を生かす必要がある。例えば、いわ

ゆる「ハコモノ整備」は、地域の将来像を踏

まえながら、ハード面だけでなく「ハコモノ」

の使い方・使われ方というソフト面でも十分

な検討が必要であり、拙速に実行すべきでは

ないとされる。また、各地域の行政は、さま

ざまな主体による支援に依存するのではなく、

まちづくりをはじめとした復興計画等の検討

を関係者と協議しながら主体的に行う必要が

ある。さらに、東北地方では震災前から人口

減少や産業の空洞化等の中長期的な課題が顕

在化しており、こうした地域における復興と

発展は困難を極める。 

このことから、東北地方の更なる復興と発

展を目指すには、震災を契機としたさまざま

な主体による支援を単に受け入れるだけでな

く、主体的に進展し続けるための地元の活力

を早期に再構築することが期待される。  

 

 

３．観光振興による復興と発展の可能性 

 

前章で述べたように、東北地方の復興と発

展のためには、自立した体制を再構築するこ

とが必要であり、そのための手段として、観

光振興による取り組みが有効と考える。 

 

１）観光消費活動が地域に及ぼす効果 

「観光産業」は裾野の広い産業といわれ、

域内で買い物や宿泊代の支払い等の消費活動

が行われると、地元の多くの産業に経済的な

効果が波及しやすいという特徴がある。従っ

て、観光施策は地域振興の一般的な手段であ

り、東北地方に限らず多くの地域で実施され

ている。また、「観光産業」というと、旅行業

や宿泊業、飲食業、輸送業（鉄道、バス等）

等の業種がイメージされるが、厳密には定義

付けがなく、具体的に恩恵を受ける主体が明

確ではなかった。 

しかし、観光庁が平成 23 年度に実施した

「東北地方における観光消費活動の経済効果

に関する調査研究」（以下、「本調査」という）

の中で、東北地方全体および被災 3 県（岩手

県、宮城県、福島県）での観光消費活動によ

る経済波及効果や、他産業との相対的な金額

規模感等が具体的な数値で示されたことによ

り、「観光産業」による効果を受けた業種があ

る程度、可視化された。 

 

２）経済波及効果の考え方 

本調査では、観光消費活動による効果を定

量的に把握するため、東北地方全体および被

災 3 県における観光消費額（年間値）の推計

や産業連関表 *２を用いた経済波及効果の算

出・分析を行っている。経済波及効果とは、

ある産業に追加的な需要が生じた際に、その

需要を満たすための供給活動（生産、調達、

投資等）に伴う一連の取引活動によって生じ

る経済的な効果の総和である。インフラ整備

や大規模イベント等の巨大な投資が行われる

際に、その費用対効果を定量的にみるための

手段として用いられることが多い。  

 

３）他産業と比較した場合の観光消費*３によ

る地域への影響 

本調査では、観光消費による経済波及効果

が地域内でどの程度の影響を及ぼすかについ

て他産業と比較している。比較は、図表７・

*2 ある一定地域における 1 年間の経済活動について、その財・サービスの取引関係をマトリックスとして

整理して経済循環の状況を表す統計表で、5 年ごとに公表される。現時点では、2010 年公表の 2005 年

版が最新データである。 

*3 本稿では、「観光消費」という用語を用いているが、正式には「域内での観光消費活動に伴い、それを満

たすために発生した域内生産額の合計」を意味する。域内生産額は産業連関表上で産業の部門分類ごと

に整理されているため、当該額を用いることで「観光消費」と他産業との比較が可能となる。  
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８・９のように、縦軸に「雇用誘発係数」、横

軸に「生産誘発係数」を用いている。例えば、

ある産業で 100万円の域内生産が発生した場

合に、何人分の雇用が生じるかを示す指標が

「雇用誘発係数」であり、どの程度の経済効

果が波及するかを示す指標が「生産誘発係数」

である。この係数が大きいほど、経済効果が

域内に浸透しやすい構造といえる。また、円

の大きさは、各産業の経済波及効果の金額規

模を表し、位置は雇用や域内総生産への影響

の度合いを表している*４。つまり、円が右上

に位置する産業ほど、域内に経済的な影響を

与え得ることを意味し、費用対効果が高い可

能性がある。 

このように、図表７・８・９では経済波及

効果の金額規模だけでなく、各産業で域内に

新たな生産が生じた場合の雇用面への影響や

他産業への生産波及のしやすさを比較する。  

 

①岩手県における観光消費の位置づけ 

岩手県の観光消費の効果を図表７に示し

た。経済波及効果の金額は、耕種農業*５や

畜産、通信とほぼ同規模である。また、雇

用誘発係数は、畜産や土木を上回っている。

さらに、生産誘発係数は、セメント・セメ

ント製品や土木を下回るものの、水産業や

耕種農業を上回っている。 

 

図表７ 岩手県における県内主要産業の経済波及効果の比較 

 

注）数値は、2005 年版産業連関表を用いて算出している。 

出所）観光庁「東北地方における観光消費活動の経済効果に関する調査研究」（平成 24 年 3 月）を

もとに NRI 作成 
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（1,929億円）

金融・保険
（5,273億円）

民生用電気・電子機器
（220億円）

電子・通信機器
（7,449億円）

パルプ・紙・板紙・
加工紙

（404億円）

非鉄金属加工製品
（242億円）

*4 各産業の域内生産額が追加的に生じたと仮定した場合の経済波及効果をいう。観光の場合は、域内に新

たに生じた観光消費（需要）を満たすために発生した生産額のうち、域外流出分を除いた額で、直接効

果という。 

*5 産業連関表における部門分類の一種であり、主に米や野菜、果実、非食用作物等の産業を指す。  
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②宮城県における観光消費の位置づけ 

宮城県の観光消費の効果を図表８に示し

た。経済波及効果の金額は、水産食料品と

同規模であり、米の約 3 倍である。また、

雇用誘発係数は、漁業や公共事業と同程度

となっている。さらに、生産誘発係数は、

東北経済の中心地である仙台市の集積が大

きいと考えられる情報サービスや金融・保

健等の産業分野を下回るものの、一定の影

響力はあるといえる。 

 

図表８ 宮城県における県内主要産業の経済波及効果の比較 

 

注）数値は、2005 年版産業連関表を用いて算出している。 

出所）観光庁「東北地方における観光消費活動の経済効果に関する調査研究」（平成 24 年 3 月）を

もとに NRI 作成 

 

③福島県における観光消費の位置づけ 

福島県における観光消費の効果を図表９

に示した。経済波及効果の金額は、精密機

器や耕種農業といった県内主要産業を上回

っている。また、雇用誘発係数は、食料品・

たばこ産業を大きく上回っており、漁業と

同程度である。さらに、生産誘発係数は、

情報サービスや半導体素子・集積回路等と

並び、高水準に位置している。 

 

 

  

水産食料品
（4,129億円）

金融・保険
（12,044億円）

通信
（5,076億円）

生産誘発係数

雇用誘発係数（人/億円）

60.0

20.0

~
~

10.0

1.751.25 1.5

公共事業
（5,183億円）

耕種農業
（除米）
（641億円）

~ ~

1.0

15.0

5.0

漁業
（1,188億円）

パルプ・紙・板紙・
加工紙

（3,229億円）

域内総生産増加へのインパクト

域
内
雇
用
増
加
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

介護
（1,704億円）

米
（1,454億円）

石油製品
（5,108億円）

林業
（289億円）

畜産
（1,417億円）

観光消費
（4,231億円）

精密機器
（474億円）

半導体素子・集積回路
（1,202億円）

製材・木製品
（1,093億円）

情報サービス
（2,396億円）
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図表９ 福島県における県内主要産業の経済波及効果の比較 

 

注）数値は、2005 年版産業連関表を用いて算出している。 

出所）観光庁「東北地方における観光消費活動の経済効果に関する調査研究」（平成 24 年 3 月）を

もとに NRI 作成 

 

3 県の分析結果から、観光消費による経済

波及効果の金額や雇用誘発係数、生産誘発係

数が与える地域経済へのインパクトは、他産

業と比較して相対的に高いことがわかる。 

 

 

４．復興から発展へ向けた観光施策 

 

東北地方では、復興を契機とした観光客の

誘致や地元での体験交流型のプログラムが各

地で実施されている。 

これら地元の取り組みは各種メディアで注

目され、特に沿岸部についてはボランティア

ツアー等への参加申込者が殺到した時期もあ

った。しかしながら、震災から約 2 年が経ち、

ボランティアツアー等への参加者数はピーク

を過ぎてきており、「復興需要」としての観光

客の入込客数も落ち着き始めている。また、

仮設店舗等を利用した復興に係るイベントに

ついては、いずれは国や県からの支援が途絶

え、イベントの実施が困難になることが懸念

される。 

このような問題を踏まえ、今後、東北地方

が復興から発展へ進むための一手段として、

観光を推進する際に検討すべき事項および方

策を提起する。 

 

１）継続的に地元に訪れてもらうための仕組

みづくり 

復興の取り組みとしての観光施策は、これ

までも東北各地で実施されており、一時は高

い集客力があった。しかし、その背景には、

東北地方に対するボランティアムードの高ま

りが大きく作用していたと考えられる。今後

公共事業
（5,124億円）

食料品・たばこ
（9,109億円）

生産誘発係数

雇用誘発係数（人/億円）

60.0

20.0

~
~

10.0

1.751.25 1.5

耕種農業
（2,818億円）

林業
（358億円）

漁業
（260億円）

~ ~

1.0

電力
（22,721億円）

15.0

5.0

通信
（2,623億円） 半導体素子・

集積回路
（2,114億円）

介護
（1,455億円） 情報サービス

（518億円）

電子計算機・
同付属装置
（5,049億円）

域内総生産増加へのインパクト

域
内
雇
用
増
加
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

パルプ・紙・板紙・
加工紙

（1,291億円）

観光消費
（3,540億円）

非鉄金属精錬・
精製

（1,730億円）

金融・保険
（7,021億円）

通信機械・
同関連機器
（6,757億円）

精密機器
（2,633億円）
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も高い集客力を維持し続けるためには、一度、

来訪した観光客をつなぎとめてリピーターを

増やすことが重要である。 

観光客をつなぎとめるための方策として、

農水産物のオーナー制度*６を設けることが例

として挙げられる。オーナー制度によって単

に産直物産を購入するにとどまらず、地元産

業活性化への協力意識や物産が手元に届くま

での生育過程を見守るという付加価値も生ま

れる可能性がある。さらに、地元生産者と観

光客のコミュニケーションを定期的に行うこ

とで、地元に対する観光客の意識を高めるこ

とが期待され、長期的な関係の構築ができる

と考えられる。 

 

２）地域ネットワーク構築によるプログラム

開発 

東北地方の中心に、高速道路や新幹線等の

幹線交通が整備されており、縦断（南北）の

アクセスは利便性の良い構造となっている。

一方、横断（東西）のアクセスは必ずしも便

利とはいえない。実際に、東北地方の観光地

点間の利便性（A 地点と B 地点がセットで周

遊されるほど 2 点間のアクセスは良い）の観

点からは、縦断（南北）の位置関係にある観

光地点同士の方が、横断（東西）よりも利便

性が良いと言われている。 

しかしながら、前述のような実態は感覚論

では論じられているものの、定量化されてい

ないのが実情である。定量把握のために期待

されるのが GPS（全地球測位システム）情報

の活用である。今後、GPS 情報の活用によっ

て行動分析が進み、カーナビゲーションやス

マートフォン等を利用して観光地点間のつな

がりや観光客の東北地方での移動等を定量的

に把握すれば、行動実態や傾向に応じた観光

マーケティング策を講じることができ、これ

まで以上に効率的な集客施策の検討が可能と

なるだろう。 

 

３）域内調達率を高めるための取り組み 

観光促進のための施策によって期待される

のは、観光客および滞在日数の増加による 1

人当たりの観光消費額がもたらす「域内の収

入の増加」である。加えて、東北地方の観光

客に提供されるモノやサービスに係るサプラ

イチェーンをできる限り東北地域内で完結さ

せ、調達率*７を上げることも、「域内への経済

波及効果を高める*８」という点で有効である。 

観光庁の「東北地方における観光消費活動

の経済効果に関する調査研究」によれば、東

北 3 県や東北地方は、情報サービスや広告、

卸売といった産業の域内集積が小さく、結果

的に関東を中心とした大都市圏への波及効果

の流出が発生している。（図表 10） 

 

図表 10 東北 3 県及び東北地方の 
情報サービス、広告、卸売産業の域内調達率 

 

注１）数値は、2005 年版産業連関表を用いて算出し

ている。 

注２）※印は、卸売に小売を加えた商業の値  

出所）観光庁「東北地方における観光消費活動の経

済効果に関する調査研究」（平成 24 年 3 月）

をもとに NRI 作成 

  

岩手県 宮城県 福島県 東北地方 関東地方

情報サービス 0.46 0.56 0.12 0.23 0.94

広告 0.58 0.78 0.20 0.34 0.92

卸売 0.43 0.37 ※0.40 ※0.33 ※0.76

*6 消費者が生産者に出資し、対価として生産物等を受け取る仕組みのこと。農産物生産者に出資をする場

合は、農産物の受け取り以外にも作付け体験等ができるものもある。  

*7 産業連関表では、産業ごとに域内自給率が整理され、域内で新たに生じた需要のうち、域内生産でどの

程度が賄われているかが数値で把握できる。しかし、一般的に自給率は「食糧自給率」を指すことが多

いため、本稿では「調達率」と言い換えている。  

*8 例えば、土産品を域内で購入した場合、域内産であればその収益は域内生産の増加に、域外産ならば、

域外生産の増加に貢献したことになる。域内の経済波及効果の金額を算出するには、域外流出分は除外

する。つまり、域内における土産品の購入額（観光消費額）が同額であっても、域内調達率の高低によ

って域内の経済波及効果の金額は異なる。  
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調達率を上げる手法はこれまでも地産地消

等によって推進されているが、これらを「観

光産業」だけで実施するのではなく、地元の

多くの産業を取り込み、サプライチェーンを

構築することが効果的と考えられる。 

一方で、サプライチェーンを域内で強引に

調達することは、地域間分業の効率化・適正

化の観点からは必ずしも効果的とはいえない。

そのため、「どのような産業をどの地域に配分

すべきか」という検討を十分に行う必要があ

る。 

 

 

５．東北地方の復興に向けて 

 

東北地方全体がこれまで以上に活気を取り

戻すためには、長期的な視点に立った取り組

みが必要不可欠である。 

復興のためのさまざまな主体によるサポー

トは永続するものではない。復興から発展へ

向けて、今まで以上に東北地方を活気づける

ためには、これらのサポートを生かしつつも、

早期に地元の資源を活用した自立的な取り組

みを検討・実施することが期待される。  

2012 年 3 月には、政府による「東北観光

博」が開催され、民間の旅行業者を含めた関

連する多くの施策により、東北地方に一定の

経済効果があったとされる。また、3 周年を

迎える「東北六魂祭」の開催が 2013 年は福

島県で開催され、JR 東日本によるデスティ

ネーションキャンペーンが実施された。 

東北地方の復興と発展に向けては、このよ

うな機運を生かし、東北のさまざまな魅力を

絶やすことのないよう、現状を的確に見極め

つつ、地域に即した最適な取り組みを推進し

ていくことが望まれる。 
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